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特集／「福祉と環境」の統合
日本版環境税制改革
―基礎年金一元化、150万人雇用増なども実現
名古屋大学大学院環境学研究科教授　
竹内　恒夫
はじめに
　政治的な課題でもある年金改革、特に基礎年金の一元化は、いまだその方法
が見えない。また、2009年度までには、基礎年金財源の国庫負担を 2分の 1
に引き上げるため、3兆円近い新しい税源を確保しなければならないが、この
方法も決まっていない。これらは、消費税論議がこれから本格化するのを待っ
ているのかもしれない。「いざなぎ景気」を超える長期の景気拡大が続く一方
で、日本の失業者は、90年代末から急激に増大し、最近少し回復に兆しがあ
るが、完全失業者は 280万人、完全失業率は 4.2％（2006年 9月）。この率は、
ドイツの 11.7％、フランスの 9.9％には及ばないが、イギリスの 2.7％よりか
なり高く、米国の 5.1％に近い（いずれも 2005年）。潜在失業者は、この倍以
上はいるといわれる。雇用形態は、どんどん派遣社員やパートの割合が増加。
事業主にとっての社会保険料の負担が大きいのもその原因の１つ。「格差社会」
の背景には、失業や雇用形態の変化があるに違いない。国民負担（税＋社会保
険料負担）の体系も、所得税など「グッズ課税」に大きく依存（2004年度約
88％）していては、人口減・高齢化社会に対応できない。だから消費税（「グッ
ズ課税」でも「バッズ課税」でもない）が云々されるが、まず、所得などの「グッ
ズ課税」の割合を減らし、環境負荷などの「バッズ課税」の割合を増やすこと
が必要になってくる。
　そして、米国でのハリケーンによる大災害、日本での竜巻の多発など地球温
千葉大学　公共研究　第３巻第４号（2007 年３月）
29
暖化による気候変動の影響をうかがわせる事態が年々増加しているなか、政府
は、京都議定書の目標達成のため、京都メカニズムを活用して外国から排出枠
を購入する制度の整備には余念がないが、国内において二酸化炭素排出を抜本
的に削減するための手段、すなわち、構造的に二酸化炭素などの排出が少ない
社会経済に転換するための手段は、日本はまだ持ち合わせていない。この構造
的な転換の過程で、新たな需要、雇用、技術などは生まれるのだが。
　これら日本の諸課題を同時に克服する手法が「環境税制改革（Ecological 
Tax Reform, ETR）」ではないだろうか。
　2005年 10月、ドイツのETRの 1999年の導入以来の実績評価がドイツ連邦
環境庁から発表された。導入時点だけでなく、その後もいろいろな議論があっ
たが、この実績評価によって、「気候（二酸化炭素排出削減）にも雇用にもプラス」
が実証的に確認されたのである。しかし、成果は挙げているが、課題もいくつ
か指摘できる。
　そこで、まず、ドイツでの成果といくつかの課題を踏まえて、ETRを大幅
に改良し、日本の最新データを使って日本版のETRの試案を示してみる。次に、
比較的簡易なマクロ計量モデルなどを使って、日本版のETRによる二酸化炭
素排出削減、GDP、雇用などの効果予測をしてみる。そして、日本版のETR
によって、政治的課題でもある基礎年金の一元化を実現することができ、また、
少子高齢化社会に適した国民負担体系形成の一助になるということを明らかに
してみる。
１．ドイツの環境税制改革（ETR）の成果と課題
　ヨーロッパのいくつかの国では、90年代から、環境税制改革（ETR）が導
入されている。これは、エネルギーや二酸化炭素などの環境負荷に課税し、同
時に、事業主・被保険者が負担する社会保険料を引き下げて負担を中立化する
もの。二酸化炭素への課税により、企業・家計の環境コストが高まり、省エネ
ルギー型の機器への転換などが進み、二酸化炭素排出量が減る。また、事業主
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の社会保険料負担が減ることによって、事業主にとっての雇用コスト（賃金＋
社会保険料）が軽減され、雇用しやすくなる。二酸化炭素排出削減と雇用創出
の同時達成を狙う仕組みである。90年代はじめに炭素税を導入した北欧諸国
などでは、90年代半ばから、社会保険料負担を軽減し、軽減額に相当する炭
素税収を社会保障財源に充てる方法を採用した。
　このETRの考えは、酸性雨などの環境問題が大きな課題になると同時に、
二度にわたる石油危機を経て欧州が大量失業時代に入った 1980年代はじめに、
スイスの経済学者ビンスバンガー（H.C.Binswanger）がはじめて提案した
（Arbeit ohne Umweltzerstoerung, Strategien einer neuen Wirtschaftpolitik 
1983）。「エネルギー税を引上げて大気汚染を減らし、年金保険料を引き下げ
て雇用しやすくする。エネルギー税収入で年金保険料収入の減少を補填する。」
というもの。90年代半ばからは、経済学者、特に厚生経済学者の間では、これが
「二重の配当」（Double Increment）になるかどうかの議論が進められてきた。
　ドイツでは、1998年秋のシュレーダーの社会民主党・緑の党連立政権の連
立政策協定に基づき、1999年からETRが導入されている。石油・天然ガスへ
の税と新たに導入された電気税（これらをエコロジー税という。）を 2000年
から 2003年まで毎年 1月 1日に引き上げ、一方で、年金保険料率を同じく毎
年引き下げた。2004年以降は、2003年のレベルが維持されている。エコロジー
税負担の方が年金保険料負担を上回る製造業などには超過分の 95％を還付す
ることで基本的に負担の中立化が図られている。また、再生可能エネルギー、
コジェネレーション、公共輸送機関などには減免措置が採られ、エネルギー種
ごとの税率には温暖化対策上の観点からの差異が設けられている。
　前述のように、2005年 10月にドイツ連邦環境庁（UBA）はドイツのETR
の実績評価を発表した。「（ETRの効果について、これまでいろいろ議論があっ
たが、）1999年にETRを導入したのは、正しかったことがわかった。」、「2003
年だけで年間 2000万トンの二酸化炭素が削減、2010年までには年間 2400万
トンが削減される。」、「2003年までに 25万人の雇用増があった。」などの成
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果があると強調した。
表１は、このUBAの実績評価のもとになった調査結果（ドイツ経済研究所（D
WI）がUBAの委託により実施したもの）である。実証的モデルを使って、E
TRがない場合と比較して、二酸化炭素排出量、雇用、GDPが毎年何％増減し
たかが示されている（2004年の値は予測）。なお、ドイツにおけるエネルギー
起源の二酸化炭素排出量は、2004年では 8.344億トン（二酸化炭素換算）で、
90年（9.889億トン）と比較してマイナス 15.6％となっている。90年代の前
半に旧東ドイツの工場の近代化によって 90年比マイナス 10％程度の削減がな
され、あわせて、石炭、石油から天然ガス（ロシアからパイプラインで輸送
されている天然ガス）への転換などによって、90年代に大幅な削減をみたが、
2000年以降は、ほとんど横ばいで推移している。
　二酸化炭素排出量は、ETRがない場合と比較すると、すべての年で減少し
ている。2003年のマイナス 2.39％は、実数では約 2000万トンの削減という
ことになる。雇用数は、同じく、すべての年で増加している。2003年のプラ
ス 0.76％は実数では約 25万人の増加。GDPも、同じく、すべての年で増加し
ている。GDPの各需要項目をみると、民間消費、輸入はすべての年で増加し
ているが、輸出はすべての年で減少となっている。このように、1999年から
実施しているドイツのETRについては、これまでその効果などについて様々
表１　ドイツの環境税制改革の成果（ドイツ経済研究所（DWI）、2005 年６月）
99年 00年 01年 02年 03年 04年
二酸化炭素 -0.55 -1.33 -1.75 -1.29 -2.39 -2.47 
雇用数 0.64 0.76 0.67 0.41 0.76 0.63 
GDP 0.37 0.47 0.44 0.29 0.45 0.38 
　　民間消費 0.47 0.42 0.52 0.48 0.58 0.50 
　　政府消費 -0.07 0.51 0.76 0.84 0.63 0.89 
　　設備投資 1.46 2.21 1.31 -0.03 -0.51 -0.32 
　　輸出 -0.20 -0.39 -0.42 -0.29 -0.20 -0.11 
　　輸入 0.49 0.65 0.44 0.17 0.18 -0.04 
注　各年の数字は、環境税制改革がなかった場合と比較した増減の値（単位：％）
出典　Gesamtwirtschaftliche Effekte der Oekologishen Steuerreform, Forschungs-projekt 
in Auftrag des Umweltbundesamtes  （Berlin.03.Juni.2005）
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な議論があったが、二酸化炭素排出量の削減、GDPの増加、雇用数の増加（事
業主の年金保険料引き下げによる雇用コストの軽減に伴う増加より、GDPの
増加に伴うものの方が大きいとみられる。）が実証的に確認され、所期の目的
を達成しているということがわかる。二酸化炭素排出削減と雇用増という意味
でのETRの「二重の配当」は、実証的に明らかにされたことになる。
　一方で、このドイツのETRについては、いくつかの問題点、課題を指摘す
ることができる。3つ挙げてみる。1つ目は、石油・天然ガス・電力に課せら
れている税の引上げであって、税率は個々のエネルギーの二酸化炭素排出量に
は着目していないという点である。例えば、石炭・褐炭には、直接課税され
ていない。これは、国内で算出する石炭・褐炭が依然主要なエネルギー源の 1
つであり、また、石炭労組はシュレーダー社会民主党にとっての重要な支持団
体であるからでなないかと考えられる。なお、日本では国内炭は 2001年から
産出していない。2つ目は、エコロジー税負担は 2003年では総額約 2.5兆円、
年金保険料引き下げ額が同約 2.2兆円（注：差額の約 0.3兆円は太陽光発電設
備への補助など）、年金保険料の引き下げ率は 2003年では 1998年比 1.7％の
引き下げといった具合に、いずれもその規模が小さい。規模が小さいので、二
酸化炭素排出削減効果も大きなものではない。皮肉にも、ETRが導入されて
以降、ドイツの二酸化炭素排出量は減っておらず、前述のように横ばい状態が
続いている。また、例えば、ガソリンの税金の引上げは、その率が小さくても
ガソリンスタンドの表示で一目瞭然であるが、この程度の年金保険料の引き下
げはほとんど実感がない。このため、ETRは、消費者、企業にとっては、環
境のためだけの増税に映る（ECの「PETRAS」レポート（2002年））。3つ目は、
年金保険料の引き下げ率が一律であるので、業種間、企業間などの負担の不公
平が生ずる。こうした不公平については、憲法裁判所に提訴されたが、判決は、
「不公平ではない。」とした。
　ここでは、まず、ドイツのETRの 3つの問題点・課題を踏まえて、ETRを
改良し、日本の最新の各種データを使って日本版ETRとして試案を提示する。
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２．日本版ETRの試案
　日本版ETRの初年度に炭素税の導入と年金保険料の減額を行い、個々の企
業・家計における負担の中立を図り、炭素税収はすべて年金財政に充当する。
次年度以降も同様に個々の企業・家計の負担が中立であることが基本であるが、
炭素税によって二酸化炭素排出が減っていくので炭素税収が減らないように毎
年税率を引き上げ、また、炭素税納税額が二酸化炭素排出量に比例する仕組み
とする。
⑴　初年度の措置
　日本版ETRの導入年（ここでは、2006年からとする。）には、①炭素税の導入、
②個々の企業・家計における炭素税負担と同額の年金保険料負担（事業主負担・
被保険者負担）の減額による負担の中立化、を行う。
①炭素税の導入
　炭素税は、化石燃料の最終製品ごとに、二酸化炭素の排出係数に応じた率
で課す。課税対象となる化石燃料の最終製品は、ガソリン、A重油、都市ガス、
石炭、高炉ガスなど 18種類。石油化学原料用のナフサ、コークス製造用の原
料炭、都市ガス製造用の天然ガスなどは、燃焼させない（二酸化炭素を排出し
ない）ので課税対象ではない。
　税率は、炭素 1kg当たり 45円。この値は、後述の日本版ETRの効果推計か
ら導き出されたもの。2011年のエネルギー起源の二酸化炭素排出量が、概ね
1990年の排出量と同じレベルになるように税率を決めた。18種類の課税対象
ごとの税率は、表２のとおり。例えば、ガソリンは 1リットル当たり 28.6円
の値上がりになる。これは、05年 8月から 06年 8月までの 1年間のガソリ
ン価格の値上がり額（16円、レギュラーガソリン、愛知）の 2倍弱に相当する。
電力は、売電（発電所の所内で消費するもの以外）に要する化石燃料に係る炭
素税負担を電力料金に転嫁する。熱供給業からの熱の炭素税負担も同様に料金
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に転嫁する。
　この炭素税の納税義務者は、化石燃料の最終製品の消費者とする。ただし、
ガソリン、軽油、都市ガス、LPG、灯油、電力は最終販売者を納税義務者とする。
炭素税は、総額で 16.36兆円になる。業種等別の炭素税額は、表３のとおり。
なお、ここでの炭素税は、揮発油税、軽油引取税、航空機燃料税、石油石炭税
などの既存の化石燃料への課税（総額約 5兆円）はそのままにして、これら
とは別に課す税として考える。
②個々の企業・家計における炭素税負担と同額の年金保険料負担の減額
　日本版ETRにおいては、表３の炭素税額が単純に企業・家計の負担増にな
るわけではない。次に、年金保険料（厚生年金・共済年金、国民年金）を減額
することによって個々の企業・家計の炭素税負担を中立化する。表４は、表３
と同じ業種等の分類で、業種等ごとの雇用者数、従業者数に平均的な 1人当
たりの各種年金保険料額を乗じて推計した値である。
　業種等ごとに、表３の額と表４の額を比較すると、炭素税額が年金保険料を
表２　課税対象の化石燃料最終製品ごとの炭素税率（炭素１kg当たり 45 円）
化石燃料最終製品 税　　率 化石燃料最終製品 税　　率
LNG 3.2円／kg 軽油 31.7円／l
天然ガス 33.4円／Nm3 A重油 34.6円／l
都市ガス 25.3円／Nm3 C重油 35.8円／l
LPG 35.3円／kg 一般炭 28.7円／kg
ナフサ（非石化用） 26.7円／l 原料炭 31.4円／kg
ジェット燃料油 29.6円／l コークス 1.3円／MJ
灯油 30.2円／l コークス炉ガス 0.5円／MJ
ガソリン 28.6円／l 転炉・高炉ガス 1.3円／MJ
原油 31.6円／l 製油所ガス 0.6円／MJ
電力料金 　4.3円／kwh
（電気事業者の売電（所内消費以外）に要する化石燃料に係る炭素税（円）／電気事業者の
発電電力量（kwh））
熱供給事業の熱料金 208.0円／MJ
（熱供給事業者の熱供給（所内消費以外）に要する化石燃料に係る炭素税（円）／熱供給事
業者の熱供給量（MJ））
備考：二酸化炭素の排出係数は、「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」の排出係数一
覧の値を使用した。
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上回る業種（企業など）と、逆に、年金保険料が炭素税額を上回る業種（企業
など）があることがわかる。そこで、業種等を３つの区分に分けて、企業・家
計ごとに中立化を行うことにする。なお、以下の年金保険料には、自営業者な
どの国民年金保険料を含む。
　区分Ａ　炭素税額＞年金保険料事業主負担の企業
　　　　　（鉄鋼、化学、電力（所内消費分のみ負担）、道路貨物など）
表 3　業種等ごとの炭素税額
（炭素換算 kg 当たり 45 円）
（単位：億円）
業　　種 炭素税額
鉱業 392
建設 1644
食品 2659
繊維 1278
紙パ 4792
化学 7863
窯業土木 5647
鉄鋼 24392
非鉄金属 1788
金属機械 5467
その他製造業 10362
電力所内消費 7693
熱供給所内消費 52
都市ガス所内消費 500
石油精製所内消費 386
業務部門
（自動車を含む） 26082
鉄道 1221
航空 1592
バス・タクシー 2534
道路貨物 13122
農林水産 5077
家庭（自動車を含む） 39097
合　　計 163637
備考：総合エネルギー統計の業種をベース
にし、交通関係は各機関の輸送量な
どで按分し、エネルギー転換部門の
所内消費関係は各転換部門の二酸化
炭素排出量で按分し、細分化した。
表 4　業種等別の年金保険料負担
（厚生・共済、国民年金）推計値
（単位：億円）
業　　種 年金保険料負担推計値
鉱業 91
建設 12613
食品 3146
繊維 1626
紙パ 665
化学 1345
窯業土木 899
鉄鋼 547
非鉄金属 388
金属機械 12185
その他製造業 4830
電力所内消費 547
熱供給所内消費 23
都市ガス所内消費 160
石油精製所内消費 91
業務部門所内消費 87101
鉄道 730
航空 160
バス・タクシー 1245
道路貨物 5077
農林水産 5175
家庭（自動車を含む） 143072
合　　計 280651
備考：業種等ごとの雇用者数、従業者数に
平均的な１人当たりの各種年金保険
料額を乗じて推計した。
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　これらの企業では、企業ごとに炭素税額が年金保険料事業主負担を上回
る額は 100％還付する。炭素税の納税義務額は年金保険料事業主負担相当
額であり、これらの企業では、年金保険料事業主負担はゼロになる。
　区分Ｂ　炭素税額＜年金保険料事業主負担の企業
　　　　　（建設、食品、金属機械、業務部門、農業など）
　これらの企業では、企業ごとに炭素税額を年金保険料事業主負担額から
控除する。
　区分Ｃ　家庭
　家庭の炭素税額（自動車燃料に係る炭素税を含む。）は、ほとんどの場合、
年金保険料被保険者負担より少ないので区分Ｂであるが、全国 4700世帯
の世帯ごとに中立化するのは実務的には不可能に近い。そこで、家庭の年
金保険料の平均減額率 27％（家庭の炭素税総額／家庭（被保険者）年金
保険料総額）で一律に減額する。
　こうして負担の中立化を行った結果を業種等ごとにみると表５のようになる。
例えば、鉄鋼では 2兆 4392億円の炭素税であるが、547億円の厚生年金保険
料事業主負担額を上回る２兆 3845億円は還付し、実炭素税は 547億円になり、
年金保険料負担額はゼロになる。また、業務系の業種では、8兆 7101億円の
厚生年金・共済年金保険料事業主負担額（自営の場合は国民年金保険料負担）
から 2兆 6082億円の実炭素税額を控除した 6兆 1019億円が年金保険料負担
額になる。いずれの場合も、日本版ETRによって、負担総額は変わらないが、
炭素コスト（エネルギーコスト）の割合が増大し、社会保険料コスト（雇用コ
スト）の割合が減少する。
　家庭も同様に、光熱費などが世帯平均約 8.3万円増大し、社会保険料負担が
27％（平均約 8.3万円）減少し、負担総額は基本的には変わらない。なお、年
金受給者のみの家庭では、炭素税の負担を年金保険料減額で中立化できないの
で、炭素税負担相当額を年金給付額に上乗せする必要がある（総額約3000億円）。
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⑵　日本版ETR導入後 5年間の措置
　以上が日本版ETR導入年の措置である。これにより、個々の企業・家計の
エネルギーコスト（光熱費、ガソリン代など）が日本全体で 9.7兆円高くなり、
省エネ型の機器への転換、再生可能エネルギーの導入などが進み、二酸化炭素
排出量は減少する。また、個々の企業・家計ごと日本全体で 9.7兆円の年金保
険料が減額され、事業主においては、日本全体で約 5.6兆円の雇用コスト（年
金保険料事業主負担）が削減されるので雇用しやすくなる。これらの定量的な
表５　業種等ごとの実炭素税額＝保険料減額額 
（単位：億円）
業種･部門
炭素税額
（計算上）
年金保険料
（計算上）
還付額
実炭素税額
＝保険料減額額
鉱業 392 91 300 91
建設 1644 12613 0 1644
食品 2659 3146 0 2659
繊維 1278 1626 0 1278
紙パ 4792 665 4127 665
化学 7863 1345 6518 1345
窯業土木 5647 899 4748 899
鉄鋼 24392 547 23845 547
非鉄金属 1788 388 1400 388
金属機械 5467 12185 0 5467
その他製造業 10362 4830 5531 4830
電力所内消費 7693 547 7145 547
熱供給所内消費 52 23 29 23
都市ガス所内消費 500 160 340 160
石油精製所内消費 386 91 295 91
業務部門（含自動車） 26082 87101 0 26082
鉄道 1221 730 492 730
航空 1592 160 1433 160
バス・タクシー 2534 1245 1289 1245
道路貨物 13122 5077 9109 4013
農林水産 5077 5175 0 5077
家庭（含自動車） 39097 143072 0 39097
合　　計 163637 280651 66601 97038
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効果推計は、後述する。
　しかし、日本版ETR導入年以降には、次のような問題が生じてくる。すな
わち、①二酸化炭素の排出量が減少し、炭素税の収入も減少するので、年金給
付に充当する額も減少していく。②例えば、二酸化炭素排出量・炭素税負担が
増加しても、ETR導入年のように自動的にその分の年金保険料が減額される
のであれば、二酸化炭素排出量を減らすインセンティブにならない。
　このため、まず、①に対しては、安定的な炭素税収（安定的な年金給付）を確
保するため、炭素税率を年率 1.8％引き上げる（この 1.8％の値も後述の効果推
計から導かれたもの）。なお、企業・家庭がエネルギー効率の高い機器への転換
などにより年率 1.8％以上の二酸化炭素削減をしていけば、増税にはならない
とともに、光熱費などの企業・家計のエネルギーコストの負担はより小さくなる。
　次に、②に対しては、個々の企業などの実炭素税額（納税義務額）が二酸化
炭素排出量に比例するようにしていく必要がある。このため、
Ａ：炭素税額＞年金保険料の企業は、「実炭素税額（納税義務額）／炭素税
額（計算上の額）」の値を導入年の値（例えば鉄鋼の場合では、2.2％）
に固定する。
Ｂ：炭素税額＜年金保険料の企業は、「実年金保険料（計算上の年金保険料
から炭素税額を控除した額）／年金保険料（計算上の額）」の値（例え
ば業務系の場合では、70.1％）を導入年の値に固定する。
Ｃ：家庭の年金保険料は毎年 27％一律減額する。
という措置を 5年間継続する。
　これにより、2006年を日本版ETRの導入年とした場合に、2011年までの間、
基本的に 9.7兆円の安定的な税収があるとともに、企業・家庭にとっては、基
本的には炭素税負担は年金保険料減額で中立化されるという条件の下で、炭素
税納税義務額は二酸化炭素排出量に比例するという状況が維持されることとな
る。なお、ドイツのETRは、導入年以降、エネルギー税率を毎年引き上げる
とともに、年金保険料も毎年一律の率で引き下げているので、業種間、企業間
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などでの負担の不公平が生じた。これを改良したのが上記の方法である。
　以上、日本版ETRの導入年に、① 18種類の化石燃料の最終製品ごとに二酸
化炭素排出量に応じて炭素kg当たり 45円の炭素税を課し、②企業、家計ごと
に炭素税による負担増を年金保険料（事業主・被保険者）の減額によって中立
化し、導入年後 5年間は、③炭素税率を毎年 1.8％引き上げ、二酸化炭素排出
低減に伴う炭素税収減を補い税収の安定化を図り、④基本的には炭素税負担は
年金保険料減額で中立化されるという条件の下で、炭素税納税義務額は二酸化
炭素排出量に比例するという状況が維持されることとなる、という方法が日本
版ETRのスキームである。
３．日本版ETRの効果推計
　2006年を日本版ETRの導入年とした場合の 2011年における二酸化炭素排
出量、GDP、雇用者数を推計してみる。計算には、比較的簡易なマクロ計量
モデル、エネルギーモデル、産業連関表を用いた。なお、ここでは、日本版E
TRによって、LED照明、太陽光発電、ハイブリッドカーの国内での普及や輸
出がこれまでのトレンドを大きく超えて進むという前提を入れている（室田康
弘、槌屋治紀両氏に作成依頼したモデルを使用した）。
　まず、二酸化炭素排出量をみる。日本版ETRを 2006年に導入し、2011年
まで実施することによって、二酸化炭素排出量（化石燃料の燃焼に伴うもの、
すなわちエネルギー起源の二酸化炭素に限る。）は、2011年には、1990年比
マイナス 0.4％になる。これは、京都議定書の目標が概ね達成されることを意
味する。すなわち、京都議定書の目標は、6つの温室効果ガス合計の 2010年
における排出量が 90年比マイナス 6％であるが、二酸化炭素以外の温室効果
ガスの排出削減、森林による二酸化炭素の吸収などを前提にすると、2010年
の二酸化炭素の排出量は概ね 90年と同じレベルまで下げれば、この目標が達
成されるのである。
　次に、GDPの変化をみる。日本版ETRを実施した場合の 2011年のGDPは
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641兆円となり、ETRがない場合と比較すると、9兆円（1.5％分）の増加になる。
　また、雇用者数の変化をみる（表６）。2011年の雇用者数は、5165万人になり、
日本版ETRがない場合と比較して、146.0万人の増加になる。要因別内訳をみ
ると、雇用コスト削減（事業主における年金保険料拠出額が減額）に伴うもの
が 12.3万人の増加、エネルギーコスト増大に伴うものが 1.4万人の減少、GD
P増大に伴うものが 135.1万人の増加となる。このように、雇用者数は、GDP
の若干の増加に伴うものが圧倒的に大きく、事業主拠出の年金保険料の引き下
げに伴う雇用コストの削減によるものは小さい。
４．日本版ETRで基礎年金の一元化
　これまで、炭素税を課し、年金保険料を減額するとしてきた。その年金保
険料の減額額は総額で 9.7兆円であることも明らかとなった。この 9.7兆円は、
年間の年金保険料総額 28.1兆円の 34.5％に相当する。ただし、既に述べたよう
に、年金受給者のみの世帯では、年金保険料の減額を行うことができないので、
炭素税分が単純に増税になる。そこで、年金受給者のみの世帯には、炭素税増税
分を年金給付額の増額で中立化する必要がある。これには、約 0.3兆円を要す
る。したがって、日本版ETRにおける年金保険料の減額額は、9.4兆円となる。
　次に、これまで、単に「年金保険料の減額」と言ってきたが、各種の年金保
険料のどの部分を減額するのかが問題となる。日本版ETRによって基礎年金
が一元化されるよう、年金保険料を減額し、その分に炭素税を充当する。すな
わち、基礎年金に拠出されている分の年金保険料をゼロにし、その代わりに炭
表６　日本版ETRによる効果推計（2011 年）
①二酸化炭素排出量　 90年比マイナス 0.4％
②GDP 641兆円（ETRがない場合に比し 1.5％の増加）
③雇用者数 5165人（ETRがない場合に比し 146.0万人の増加）
雇用コストの削減によるもの ＋ 12.3万人
エネルギーコスト増大に伴うもの － 1.4万人
GDP増大に伴うもの ＋ 135.1万人
合計 ＋ 146.0万人
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素税を充当することができれば、基礎年金の財源は既存の税充当分（国庫負担）
と合わせて全額税負担となり、公的年金制度の「一階」部分である基礎年金は、
「税方式」によって一元化が可能となる。ただし、ここでは、「二階部分」のあ
り方については扱わない。
　年金保険料には、厚生年金・共済年金の事業主拠出・被保険者拠出と国民年
金保険料があり、厚生年金・共済年金の保険料の一部と国民年金保険料の全額
は、年金制度の一階部分である基礎年金に拠出され、国庫負担（税金）からの
拠出と合わせた財源によって、65歳以上の人たちに給付されている。現状で
は、厚生年金・共済年金の保険料からの約 7兆円と国民年金保険料からの約 2
兆円の計約 9兆円と、国庫負担分の約 6兆円とを合わせた約 15兆円が基礎年
金に拠出され、給付されている（表７）。
　しかし、現在の年金制度は、よく言われるように、次のような問題点を抱え
ている。
①　国民年金保険料の納付は、厚生年金・共済年金の保険料の納付のように
天引きではないので、自営業者などの公的年金である国民年金の保険料は、
約 4割が未納である。
②　国民年金保険料の未納を補うため、厚生年金・共済年金から基礎年金に過
大に拠出している。すなわち、サラリーマンは自営業者などの基礎年金の
ために余計な負担をしていることになる。
③　女性の就業形態による格差、すなわち、専業主婦（第 3号被保険者）は
保険料を納めなくても給付を受けることが可能であるが、働いている主婦
表７　基礎年金財政（2003 年度）
（単位：兆円）
厚生年金・
共済年金か
らの拠出
国民年金か
らの拠出
合　　計
（参考）炭素
税充当額
保険料 7 2 9 9.4
国庫負担 4.5 1.5 6
計 11.5 3.5 15
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は保険料を納めなくてはならないという格差が存在する。
④　年金保険料による賦課方式の年金制度では、現役世代が生涯に受け取る純
受給額は、高齢世代の純受給額を大きく下回っているという世代間格差が
ある。少子高齢化社会では、この世代間格差はますます拡大される。
　このようなことから、基礎年金の財源は保険料ではなく、全額を税金にす
べきであるとの根強い主張がある。そして、その税源としては、財・サービス
に一律に課されており、また、経済活動に中立的である消費税に求めるべき
であると言われることが多い。現状では、基礎年金の給付額は約 15兆円であ
り、国庫負担は約 6兆円であるので、残りの約 9兆円を年金保険料に代えて
消費税の税率引上げでまかなえば、基礎年金の財源は全額税金になる。ちなみ
に、2005年度の消費税収入実績は 13.0兆円であるので、消費税率 1％当たり
2.6兆円であり、単純に、基礎年金向けの年金保険料を約 9兆円減額し、消費
税でこれを補うとすると、消費税率は現行の 5％から 8.5％程度になる。しかし、
約 9兆円の年金保険料（厚生年金・共済年金保険料の基礎年金拠出分、国民
年金の保険料の全額。以下同じ）の負担がなくなるとはいえ、3.5％の消費税
率アップによって、GDPの 6割を超す最終消費支出が減退することは火を見
るよりも明らかである。
　一方、このような問題のある消費税収ではなく、日本版ETRの炭素税収を
充当することによっても基礎年金の一元化はできる。すなわち、約 9兆円の年
金保険料を廃止し、その分を炭素税収から充当する。炭素税の実税収は 9.7兆
円（9.4兆円が年金保険料減額に充当）であり、現行の基礎年金への年金保険
料拠出額約９兆円を上回る。また、政府の予測では、2011年には基礎年金へ
の年金保険料拠出は約 9.7兆円であり、先にみたように日本版ETRでは、炭素
税率を年率 1.8％引き上げることによって毎年約 9.7兆円の税収（9.4兆円が
年金保険料減額に充当）があるので、規模的にもちょうど良い。税方式による
基礎年金の一元化ができれば、国民年金保険料の未納問題なども解消する。国
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民年金保険料を社会保険事務所に納付に行かなくても、保険料に相当する額が
電気料金、ガソリン代などに炭素税として含まれているからである。
　なお、現在、基礎年金の財源の 1／ 3が税金（国庫負担）であり、政府は
2004年年金改革による年金保険料の引上げを前提に、2009年までに 1／ 2
の国庫負担を目指しているが、まだ、そのための税源（約 2.7兆円）のあてが
ない。日本版ETRによって、基礎年金は全額税金（国庫負担）を財源とする
ことになり、一元化はされるが、その分の年金保険料収入が減るので、基礎年
金の総額としては、2.7兆円不足する。また、当然のことであるが、将来不足
してくる年金財源が、以上に述べたETRによって、生み出されるわけではない。
基礎年金の財源不足には、保険料の引上げ、他の歳出を縮減した上での一般会
計からの繰り入れ、他の税（例えば消費税）の引上げ又は炭素税の引上げなど
が必要になってくる。気候政策上は、炭素税の税率の引上げによって措置する
ことが望ましいが、この点については、これ以上は触れない。
　このように、日本版ETRによって、これまで基礎年金に拠出していた厚生
年金・共済年金及び国民年金の保険料を約 9兆円減額（国民年金保険料は廃止）
し、その代わりに炭素税収約 9.4兆円を基礎年金に充当することにより、基礎
年金の財源はすべて税金（国庫負担）になり、この税方式によって基礎年金
は一元化される。これにより、現行の年金保険料による賦課方式に伴う諸問題、
すなわち国民年金の未納問題、サラリーマンへのしわ寄せ問題、女性の就業形
態による不公平問題、賦課方式による世代間格差問題などが解消されることに
なるのである。
５．人口減・高齢化社会に適した国民負担体系
　日本の国民負担率（税負担率＋社会保障負担率）は、2005年度では 35.9％
（税負担率 21.5％＋社会保障負担率 14.4％）となっている。国民負担の内訳を、
租税収入等の実績（2004年度）を使って、課税等の対象別（所得、資産、環
境、中立）に分けてみると表 8のとおりとなる。それぞれの割合は、所得が
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71.0％、資産が 9.8％、環境が 8.9％、中立が 10.2％である。所得と資産を対
象とする課税等は合わせて「グッズ課税」、環境を対象とする課税等は「バッ
ズ課税」とすると、グッズ課税が 80.8％、バッズ課税が 8.9％ということになる。
　さて、人口減・高齢化の社会においては、グッズ課税に過度に依存できなく
表８　2004 年度国民負担額（社会保険料＋税）の所得・資産・環境・中立別内訳
（単位：兆円）
所得 資産 環境 中立
社会保険料 51.8
所得税 15.1
法人税 11.4
消費税 10.4
地方消費税 2.6
酒税 1.7
たばこ税 0.9
道府県たばこ税 0.3
市町村たばこ税 0.9
揮発油税 2.9
軽油取引税 1.1
石油ガス税 0.03
自動車重量税 1.1
自動車税 1.7
自動車取得税 0.5
軽自動車税 0.1
相続税 1.4
登録免許税 0.5
法人事業税 4.1
事業所税 0.3
個人道府県民税 2.3
法人道府県民税 0.9
道府県税利子割 0.3
個人事業税 0.2
個人市町村税 5.5
法人市町村税 2.2
不動産取得税 0.5
固定資産税 8.8
都市計画税 1.2
特別土地保有税 0.01
その他 0.67 0.67 0.67 0.67
合計  133.42
94.77 
71.0％
13.08 
9.8％
11.90 
8.9％
13.67 
10.2％
注：その他の税は、各分類に均等に配分した。
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なってくる。グッズ課税よりも、バッズ課税又は中立（消費税）の割合を高め
ていくことが必要となる。日本版ETRでは、9.7兆円の炭素税収入が、9.7兆
円の社会保険料収入に置き換わるので、表７の社会保険料を 9.7兆円減らし、
環境を対象とする課税として炭素税 9.7兆円を追加してみると、グッズ課税が
73.7％、バッズ課税が 16.1％になる。国民負担全体 134.4兆円の中の 9.7兆円
であるので、小さな変化ではあるが、確実にグッズ課税の割合が減り、バッズ
課税の割合が増えることになる。日本版ETRは、人口減・高齢化社会に適し
た国民負担体系形成の一助になる。なお、日本版ETRでは、企業・家計に炭
素税を課すと同時に年金保険料を減額して中立化するので、消費税、単純な環
境税などのような逆進性はないものと考えられる。
まとめ
　日本版ETRによって、京都議定書の目標達成、税方式による基礎年金の一
元化、150万人規模の雇用増、そして、人口減・高齢化社会に適した国民負担
体系が実現できそうだ。消費税率の大幅引上げの前に、この日本版ETRを導
入すべきである。環境によい税体系は、経済、社会の課題をも同時に解決する
のである。
（たけうち・つねお）
表９　日本版ETR導入によるグッズ課税とバッズ課税の割合の変化
（単位：兆円）
グッズ課税 バッズ課税 中立
現行 108.6
-80.8%
11.9
-8.9%
13.7
-10.2%
日本版ETR導入後 98.9
-73.7%
21.6
-16.1%
13.7
-10.2%
注：2005年度の税及び社会保険料負担をグッズ課税とバッズ課税に分類
し、日本版ETRの導入によるそれぞれの割合の変化をみたもの。
